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要　　　旨

簡便な構造物振動試験法として知られている常時微動法に厳密性を付与し、低層構造物を対象

とする新しい試験法（伝達関数法）を開発した。この方法を、鉄骨造2階建倉庫を用いて精度の

高い起振機法と比較することにより、実用精度が得られることを確認した。また、木造家屋に対

する適用から、これまで不十分だった戸建住宅の動特性資料の収集が可能であることを示した。

1　緒言

振動規制法の施行による工場等への個別規制の結果、

特に弾性支持法を主体とする振動源対策が広く普及L

てきたが、振動公害に対する苦情ほ相変らず減少僚向

を見せていない。これほ、振動公害が、単に振動源対

策のみで成就するものでなく、伝播媒質である地盤や

受振点とLての家屋構造に関する系統的な知見をもと

に、土地利用政策や家屋の耐震構造化の推進などを含

む総合的な諸施策が必要であることを意味する。

いま、家屋振動を、振動の発生→伝播→受振という

流れの帰着点とLてとらえ、各々の場を表す特性関数

を用いて概念的に表現すると次式のようになる。

R（f）＝（P（f）・Qg（f））・Qs（f）

ここに、R（f）；家屋振動

P（f）；振動源の加振力特性

Qg（f）；地盤の振動伝播特性

Qs（f）；家屋の振動応答特性

すなわち家屋振動R（f）ほ、振動源、地盤、家屋各々

の特性関数の積で表されるが、R（f）に対する各特性の

寄与は、一般に振動源近傍ではP（f）が大きく、離れる

に従ってQg（f）、Q3（f）が大きくなる。したがって、特に

振動公害の広域予測を行う場合などには、地盤や家屋

－9－

の特性を無視することはできない。さらに、最終的に

ほ、このR（f）が人間の体感レベルを超えたときに振動

公害が発現するという基本認識にたてば、どのような

場合であっても家屋の特性に関する十分な配慮が必要

であることほ論を待たない。

LかLながら、振動源や地盤に関する知見に比べて、

家産に関Lてほ、基本的な動特性資料（固有振動数、

減衰定数、増幅度〕すら十分に得られていない。これ

ほ、耐震設計上の必要性の無さから、経費、作業性、

測定精度の点で低層構造物（ここでほ2～3階建まで

の戸建住宅及び小泉模集合住宅〕に最適な振動試験法

が、いままで開発されていなかったことも大きな理由

のひとつであると考えられる。

】方、耐震設計に動的応答解析が必要な中・高層構

造物についてほ、起振墳法、ロケット加振法、引き綱

法及び常時微動法など種々の試験法により、動特性資

料の葉帯が図られている。これらの試験法を低層構造

物に適用する場合、常時微動法以外ほ加振装置の取り

付けや作業時間及び作業人員等の点でコスト高となり、

現実的でない。しかし、常時微動法も、特別な加振装

置が不要で極めて簡便に実施できる反面、現在行われ

ている方法でほ、後述するように、精度上の問題が残

る。

そこで、今回、低層構造物の動特性質料を簡便かつ
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高精度で収集する方法として、常時微動法の改良によ

る新しい振動試験法（これを伝達関数法と名付ける）

の開発を試み、起転機法との比較試験を行った結果、

極めて良好な一致が見られ開発目的が適せられたので

報告する。

2　原理

2・1　構造物の入出力関係

構造物の近傍地盤及び構造物上で観測される常時微

動の時間波形を各々Ⅹ（七），y（七）とし、これらを図1の

ような一般の線形系における入出力信号とすると、系

のインパルス応答関数h（七）を用いて次式が成り立つ。

y（七）＝～。b（T）・Ⅹ（卜丁）dT　……………（1）

（1）式を周波数領域で書き換えると、

G”（f）＝ⅠⅡ（f）】2・Gxx（f）　………………（2）

またほ、

G町（f）＝H（f）－Gxx（f）……・‥‥……………・（3）

ただし、

Gxx（f）；Ⅹ（七）のパワースベタいレ

Gy，（f）：y（七）のパワースペクトル

Gx，（f）：Ⅹ（t），y（t）間のクロススペクトル

E（f）；系の伝達関数
2）

となる。

X（t）→
h（t）

Hく†）

囲1　線形系の入出力関係　　　　　こ

伝達関数H（f）ほ、単位の振幅を持つ正弦波外乱によ

る系の周波数応答特性を嘉すので、結局構造物の振動

応答特性は－　地盤及び構造物上の常時激動のパワース

ペグいレの測定（（2）式〕あるいほ地盤一構造物間のク

ロススペクトルと地盤上のパワースペクトルの測定

（（3）式）から推定されることになる。

従来の常時微動法ほ（2）式を根拠とし、さらに構造物

への入力となる地盤上の常時傲動をホワイトノイズと

仮定することにより（Gxx（f）＝G。……定数〕、実際には

次式のように、構造物上の常時微動のパワースペクト

ルが伝達関数を表すものとして、応答特性を推定して

きた。

ー10－

ーH（f）l2一土G汀（り……・＝……（4）

しか七ながら、地盤の常時傲動ほ一般に様々な周波

数特性を持っており，むしろそのような性質を利用し

て地盤の振動特性を推定する手法さえ存在する。した

がって、多くの場合、構造物（特に低層構造物）上の

パワースペクいレにほ地盤からの入力特性が含まれて

おり、（4）式を使った応答特性の推定ほ不確定性の高い

ものと言わざるを得ない。

これに対して、本法ほ（3）式を根拠とし、Ⅹ（七），y（t）

の同時観測から両者のクロススペクレレおよびⅩ（七）の

パワースペクレレを求め、H（f）を直接測定する。これ

により、入力特性に関する無理な仮定を解消するとと

もに、図2のように入力に無関係な外乱（ノイズ）が

出力に混入した場合でも、クロススペクトルGx，（f）が、

GxY（f）＝Gx，（f）＋Gxr（f）

＝G町（f）

（Ⅹ（七），n（七）が無相関のとき、Gx。（f）＝0）

となるためノイズの影響が除去されるなど、従来法に

比べて構造物の応答特性の推定が正確になる。

X（t）－

nくt）

囲2　出力にノイズが含まれる場合の入出力関係

2・2　勤特性の算出

構造物の振動応答を最も単純な解析モデルで表現す

ると、図3のような1自由度系の粘性減衰モデルにな

る。いま、このモデルに地盤からの入力加速度妄。が作

用したときの運動方程式ほ－

ⅢⅩ＋c x＋kx＝－mX。………（5）

または、

妄＋2h（2花f。）立＋（2冗f。）2Ⅹ＝一芸。…（6）

ただしc／2屈＝b　（減衰定数〕

防／2冗　＝f。（固有振動数）

と表すことができる。
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図3　1自由度系粘性減衰モデル

入力変位をⅩ。＝ae12汀ftなる正弦波として（6）式を解

き、加速度応答Ha（f）を求めると、

Ha（f）＝
1＋4h2（f／f。）2

（ト（f／f。）2）2＋4h2（f／f。）2
e‾1や・・…イ7）

P＝tarl－1〔2h（f／f。）3／（1－11－4h2）（f／f。）2）〕

3）

となる。

このHa（f）は、単位の振幅を持つ地盤加速度に対す

る構造物の応答を蓑Lているので、（3）式中の伝達関数

Hセ）に対応する。したがってH（f）が実測されれば、（7）

式のモデルにあてはめることによりh，f。を求めるこ

とができる。また、（7）式でf＝f。とすると、

lHa（f）l＝

となるが、これほ共振時の加速度応答振幅で、共振応

答倍率またほ増幅度と呼ばれ、（8）式あるいほ実測され

る伝達関数の振幅から得られる。

2。3　カーブフィット手法

本法においては、固有振動数と減衰定数を算出する

ために、実測された伝達関数を解析モデルにあてほめ

る必要があるが、これは実測伝達関数を（7）式などの理

論曲線（囲4〕で近似すること（カーブフィット）に

よって行われる。

従来法も同様な考え方をとるが、実際には、構造物

上のパワースペクトルG）ワ（f）が伝達関数に相似Lた形

状となることを前提とLたうえで、共振状態と想定さ

れるスペクトルのピーク値を与える周波数を固有振動

数（f。）とし、ピークの半振偏を与える二つの周波数

－11－
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図4　理論曲線

fl，f2から（f2－fl）／2f。として減衰定数（h）を求めている

（ハーフパワー法……図5）。しかしながら、この方法

でほfoの特定が窓意的になるはか、結局ほ、3点のみ

で曲線近似を行っていることになるため、共振点近傍

のスペクトル形状のわずかなゆがみによっても、bの

算出に誤差を与える危険がある。

fl fo f2

周波数

囲5　ハーフパワー法

本法でほこれらの問題を解消するため旺、基本的に

は、測定周波数全体にわたって関数近似を行う。すな

わち、ごく単純な1自由度系（SDOF”・SingleDegree

OfFreedom）でほ、（7）式のナイキスト表示が類似円軌

道になることを利用した円近似を行い（サークル

フィット法……囲6に例示）、多自由度弟（MDOF…

MultiDegree ofFreedom）でほ、測定伝達関数を逆

フーリエ変換してインパルス応答関数を求め時間領域

による関数近似を行う（複素指数法…これを周波数領
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域で表示した例を後出国10に示す）：

なお、これらのカーブフィットほパッケージプログ

ラム（SDRC社製、MODAL）を使用して行われる。

図6　サークルフィットの適用例

3　試験システム

試験システムを図7に示す。このうち高感度地震計

ほ、本法の地盤及び構造物上の常時敏動計測を想定L

て試作されたものである。従来の常時微動計測ほ、主

にピックアップ感度を重視Lて、出力電圧の高い大型

の動コイル型速度ピックアップを使用Lていたため設

置場所の制約や操作性の問題があったが、本システム

でほ、プリアンプ内蔵により出力電圧を高めた（10V

／G〕小直の圧電型加速度ピックアップを装備転倒

えば外壁への両面テ糊プでの設置を可能とするなど、

優れた機動性を得ている（概略仕様を蓑1に示す〕。

また、システム全体ほ可搬であるので現場での一貫

作業が可能であるが、計測システムのみ現場搬入して

常時微動を収録し、研究室で各測定点の波形を検討し

たうえで解析したほうが、確実性が高く作業性もか

えって有利である。

蓑1地震計概略仕様

検出器：

測定範囲

加速度：

速　度：

周波数特性：

圧電型加速度P．U．（10V／G）

0．01－1000gal／F．S．

0．01－160cm／sec／F．S．

1－500Hz（5％）

（0．5Hz－3dB／oct．）

フィルタ：L．P．F．5，10，20，40，100Hz，AP

H．P．F．5，10Hz，AP（－36dB／oct．）

重量：　　　　　本体12kg P．U．340g

4　実在構造物への適用

4。1　鉄骨造2階建倉庫

4・1・1　伝達関数法による試験

鉄骨造2階建倉庫（建築面積54Ⅰ讃、高さ7‡n）を対

象とLて、建物の節点部分の外壁及び基礎直近のコン

クリート地盤上にピックアップを両面テープで設置し

（園8〕、常時微動の加速度波形を収録Lた。計測シス

テムの総合周波数特性は、地震計に内蔵するローバス

フ右ルタを使用Lて1～20Hzで平坦とL、収録時間ほ

5～10分・間とLた。

伝達関数測定ほ、再生された波形記録の中から振幅

が比較的定常状態に近い3分程度の区間を選び、蓑2

のような分析条件で実行された。図9に2障芸方向の

実測伝達関数の一例を示す。囲から位相との対応がつ

－12－
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f
●■：加速壁ピックアソプ

f x方向
叫Y方向

図8　ピックアップ配置

表2　分析条件

く卓越成分が4個（ft～り存在することが明らかでこ

の建物のⅩ方向の振動は4個のモードを持っているこ

とが推定される。

解析モデルへのあてはめほMDOFのカーブフィ　ッ

トを使用L、f。、b及び増幅度（丁）を算出Lた。図10に

カーブフィットの一例を、衰3に算出値を示す。

また、基本モード（並進モード〕を識別するために

全節点の伝達関数を使用Lたモーダルアナリシスによ

り、4個のモードについてモード囲を求めた（囲11〕。

固から並進モードがf4であることが明らかであるが、

1次（fl）

周波数（Ⅱz）

図9　実測伝達関数の一例

6．5

周波数（Hz）

図10　カーブフィット例

fl～f3ほいずれも上下方向まわりの回転モードで、flほ

回転中心が建物内、f2、f3は各々建物外の対称点にある

ことがわかる。

これにより、この建物の基本モードが判明Lたが、

一般の構造物では基本モHドが低次成分にあることが

多く、今回の結果は特異に見える。LかLながら、こ

の建物ほ両側に自転車置場や階段を構成する架構があ

り、剛性分布に偏りがあると思われるため、低次の回

2次（f2）

囲11　モード図

－13－

3次（f3） 4次（f4）
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転モードが現れたとも考えられよう。

なお、Y方向については有力な卓越成分が見られな

かったが、これについても、この架構がY方向の動き

に抵抗したためと推定される。

蓑3　動特性の算出値（Ⅹ方向）

次数 固有 虹 動 数 （H z ） 減 衰 定 数 （％ ） 増　 幅　 度

ロ 2 ．8 1 ．5 1 ．9

2 3　9 2 ．5 3 ．8

√）J 4　3 2 ．0 3　3

4 5 ．1 3　6 9 ．5

4・2・1　起振機法による試験

伝達関数法と同様のピックアップ配置で、2階床上

中央部に電磁式起振磯を設置し、倉庫を正弦波加振し

た。加振ステップは2Hz～6Hzを0．1Hz、6Hz～9Hz

を0．25日z間隔とし、9Ezの次は10Hzで加振した。また

加振制御ほ加速度一定とした。

2階Ⅹ方向の加振加速度1G当たりの応答加速度と

加振周波数の関係（共振曲線）を囲12に示す。図から

伝達関数法の場合と同様の4個の卓越成分が認められ

る。（fl～f‘．）。

次に、基本モードに対応する成分・（f去〕の減衰定数

を得るために、起振磯をf。周波数に設雇Lて定常加振

状態にLた後急停止させ、建物の自由減衰振動波形を

記録Lた（図13）。この波形から減衰部分の振幅を読

み取り、対数減衰率を算出した。

蓑4に伝達関数法と起振磯法の結果を比較したが、

両者が極めて良く一致していることがわかる。

なお、起振境法においても、Y方向については伝達

関数法と同様、卓越する成分が出現しなかった。

ハ1
．

∨ m
＋

図13　自由減衰振動波形

表4　伝達関数法と起振療法の比較

次数
固有 振 動数 （H z ） 減 衰 定 数 （％ ）

伝 達 関 数 法 起 振 機 法 伝 達 関 数 法 起振 機 法

ロ 2 ．8 2 ．8 1 ．5

2 3 ．9 3 ．5 2 ．5

3 4 ．3 4 ．1 2 ．0

4 5 ．1 5 ．0 3　6 3 ．7

4血2　木造平屋建住宅

前項で、伝達関数法の厳密性が起振儀法濫より確認

されたが、一般の木造住宅への適用の可否を検討する

ために、図14に示すような木造平屋建住宅（在来軸起

工法・、建築面積79戒）を対象とLて試験を実施Lた。

常時激動の収録及び伝達関数の測定ほ、前述の倉庫の

壊合と同様の条件で行われた。また、解析モデルへの

ー14－
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図14　ピックアップ配置



低層構造物の振動試験法の開発

あてほめもMDOFを使用した。

図15にY方向のカーブフィットの→例を示す。図か

らこの家屋が単一のモードを持つことがわかるが、

モード図（図16）を見ると前面（南側）の振幅が背面

（北側）のそれより大きく、回転の要素が含まれてい

ることが認められる。したがって完全な並進モ…ドに

はならないが、これほ囲14の平面図から明らかに、こ

1．5

周波数（Hz）

囲15　カーブフィット例

囲16　モード囲

の家屋の耐力壁が北側に集中Lていることに起因Lて

いるものと思われる。通常、戸建住宅にあってほ、南

側に大きな開口部を設ける場合が多いため、このよう

な憶向がごく一般的に存在L得・るものと思われる。

なお、蓑5にこの家屋のⅩ方向、Y方向のf。、b、T

の算出値を示す。

表5　動特性の算出値（芸方向）

固有振 動数 （H z） 減 衰 定 数 （％ ） 増　 幅　 度

軍方 向 6 ．1 4　3 1 0 ．5

Y 方 向 5 ．1 2 ．7 1 4 ．5

ー15－

5　結語

低層構造物を主な対象とする新Lい振動試験法を開

発した。これほ従来からある常時微動法の簡便性を損

わずに、起振磯法などが持つ厳密性を付与したもので、

地盤一構造物間の伝達関数測定と解析モデルへの関数

近似を特徴とする。そこで、これを伝達関数法と呼称

することとしたが、同一建物における起振療法との比

較試験の結果、十分な精度を持つことが確認された。

さらに、木造家屋への適用から、本法による戸建住宅

の動特性資料の収集が可能であることが明らかになっ

た。

当所でほ、すでに数多くの工業化住宅について本法

による振動試験が実施され、f。、b、丁などの統計値

が得られるとともに、実用上の種々の適用条件が明ら

かにされつつあるが、これについてほ稿を改めて詳述

する予定である。今後、木造在来工法、ツーバイ

フォー工法などの住宅についても同様の作業を実施す

ることにより、従来欠落Lていた戸建住宅全体の動特

性資料の集積が可能となろう。

また、本法ほ、振動公害の受振点対策としての家屋

免振工法の開発や効果測定などにも幅広く利用される

ものと思われるが、さらに作業性や厳密性を向上させ

より高い実用性を得るための改良を図る予定である。
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